
千葉県物品集中調達事務取扱要領  

（趣旨）  

第１条 この要領は、千葉県が調達する物品に係る集中調達事務に関し、千葉県財

務規則（昭和３９年千葉県規則第１３号の２。以下「規則」という。）に定める 

もののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（集中調達機関）  

第２条 この要領に定める集中調達事務は、総務部管財課長（以下「管財課長」と

いう。）が行う。  

（対象所属）  

第３条 この要領の対象となる所属は、規則第２条第３号及び第４号に規定する本

庁の課及びかい（警察本部に属するものを除く。以下同じ。）とする。  

（共通消耗品）  

第４条 本庁の課及びかいで共通的に常用される消耗品（以下「共通消耗品」とい

う。）については、管財課長が単価契約に係る事務を行う。  

２ 共通消耗品の品目は、管財課長が別に定める。  

（共通消耗品の購入）  

第５条 本庁の課長又はかい長は、共通消耗品を購入しようとするときは、ちば電

子調達システムにより、管財課長に請求するものとする。  

２ 規則第２１５条の２ただし書の「管財課長がその必要がないと認めたとき」と

は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６

７条の２第１項第３号又は第４号に掲げる事由がある場合で、あらかじめ管財課

長が認めたときをいう。  

３ 管財課長は、本庁の課長又はかい長からの請求を取りまとめ、共通消耗品発注

書（別記第２号様式）により単価契約の相手方に発注するものとする。  

４ 本庁の課又はかいは、共通消耗品の納入があったときは、検査及び支払を行う

ものとする。  

（年間購入予定数量）  

第６条 管財課長は、共通消耗品の単価契約に係る事務を行うため、本庁の課長及

びかい長から共通消耗品の年間購入予定数量を報告させるものとする。  

２ 本庁の課長及びかい長は、管財課長による品目決定後にちば電子調達システム

により年間購入予定数量を入力するものとする。  

  



（購入等の依頼）  

第７条 本庁の課長又はかい長は、共通消耗品以外の物品の購入等（印刷の請負及

び交換により取得する場合を含む。以下同じ。）をしようとするときは、原則と

して、管財課長に購入等の依頼をするものとする。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合は、本庁の課長又はかい長が購入等の手続を行うものとする。  

（１）購入等に係る予定価格が別表第１に定める基準額未満である場合  

（２）令第１６７条の２第１項第２号から第９号までに掲げる事由がある場合  

（３）別表第２に定める集中調達除外物品に該当する場合  

２ 前項の規定により、かい長が購入等の依頼をする場合は、ちば電子調達システ

ムにより、本庁の主務課長又は関係予算の執行を担当する課長（以下「主務課長

等」という。）を経由して行うものとする。  

３ 本庁の課長又はかい長が購入する車両は、第１項第１号の規定にかかわらず、     

管財課長が購入等の手続を行うものとする。この場合において、かいの車両につ

いては本庁の主務課長等が購入等の依頼をするものとする。  

４ 本庁の課長及びかい長は、前各項の規定により購入等の依頼をするに当たって

は、あらかじめ当該物品購入等に係る予算の執行伺いの決裁を行うものとする。

この場合において、予算の執行伺いは、規則に定める支出負担行為の専決区分に

従うものとする。  

５ 本庁の課長及びかい長は、第１項から第３項までの規定により購入等の依頼を

する場合は、次に掲げる書類等をちば電子調達システムの添付ファイルとして管

財課長に提出するものとする。  

（１）物品購入等依頼票（別記第３号様式）  

（２）仕様書（別記第４号様式）又は印刷仕様書（別記第５号様式）  

（３）積算書（別記第６号様式）  

（４）契約書を取り交わす場合にあっては、契約書の案  

（５）機種を一又は数種に限定しようとするときは、機種等選定・委託事業指名業

者選定審査会の決定を証する書類。機種等選定・委託事業指名業者選定審査会の

対象とならない物品にあっては、銘柄指定理由書（別記第７号様式）  

（６）地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）の適用を受ける調達契約に係る競争入札による場合は、入札

公告案  

（７）その他案件により必要な書類等  

  



（契約の相手方の決定）  

第８条 管財課長は、前条の購入等の依頼があった場合は、原則として、購入等に

係る予定価格が１００万円を超える場合は一般競争入札、１００万円以下の場合

はオープンカウンター（県が見積りの相手方を特定せず、案件を公開し、一定の

資格を有する見積参加希望者から見積書の提出を受け、契約の相手方を決定する

方式の見積り合わせをいう。）により、契約の相手方を決定するものとする。  

２ 一般競争入札及びオープンカウンターに関し、必要な事項は別に定める。  

３ 管財課長は、前各項の規定により入札等を行った場合は、その結果を入札等結

果通知書（別記第８号様式）により、購入等の依頼を行った本庁の課長又はかい

長に通知するものとする。  

（契約に係る事務）  

第９条 本庁の課長又はかい長は、入札等結果通知書を受理したときは、規則の定

めるところにより、契約に係る事務を行うものとする。  

  

附 則 

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。  

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 


